
様式第１号（規則第４条関係） 

令和  年  月  日 

 

鳥取市長 深澤 義彦 様 

 

 

申請人 住 所  

氏 名  

電話番号  

 

 

補助金等交付申請書 

 

 

令和８年度において、下記のとおり 鳥取市震災に強いまちづくり促進事業補助金 の

交付を受けたいので、鳥取市補助金等交付規則第４条の規定により申請します。 

 

 

記 

 

１ 補助事業等の名称  鳥取市震災に強いまちづくり促進事業 

            （ブロック塀の除却等） 

 

２ 補助金交付申請額     金          円 

 

３ 添付書類 

(1) 事業計画書  

(2) 収支予算書  

(3) 補助要件チェックリスト 



様式第１号（第８条、第 11 条関係） 

鳥取市震災に強いまちづくり促進事業計画書 

１ 補助対象ブロック塀 

所有者 
住所 

氏名 

ブロック塀の位置 所在地 

 

２ 事業計画 

ブロック塀の安全性向上に役立てることを目的として 除却・改修 を行う。 

塀の規模及び構造 コンクリートブロック塀 ・ 石積塀 ・ レンガ塀 

除却する塀の長さ 
避難路沿い     ｍ、避難路以外     ｍ 

基礎の除却 □あり □なし 

新設するフェンス等の長さ 避難路沿い     ｍ、避難路以外     ｍ 

事業経費（除却）              円（税込み） 

 〃  （改修）              円（税込み） 

事業開始（予定）年月日 令和   年   月   日 

事業完了（予定）年月日 令和   年   月   日 

※消費税の取扱いについて、いずれか該当するものに〇をしてください。 
（一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者（消費者を含む）・ 
特定仕入割合が５％を超えている公益法人・仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者） 

 

３ 添付資料（ブロック塀等の除却等） 

(1) 申請時に必要な添付資料 
ア 位置図（付近見取図） 
イ 配置図（道路とブロック塀の位置関係が分かるように明示） 
ウ 平面図（除却するブロック塀の高さ・延長等が分かるように明示） 
※配置図及び平面図は兼ねることができる 

エ 基礎図（基礎を除却する場合または基礎をフェンスの基礎に再利用する場合、塀
の基礎図を明示） 

オ 要綱別表第３又は第４の点検表（実施した建築士又はブロック塀診断士の氏名・
登録番号等・印のあるもの） 
※２面以上の道に接する危険なブロック塀の除却の補助を受ける場合は、道路面ご
とに点検表を作成してください。 

カ ブロック塀等の写真・撮影方向位置図（全景、ブロック塀の高さ・延長が分かる
ようにメジャー等をあてて撮影したもの、点検表の不適合部分が分かるもの） 

キ 見積書（除却費・改修費等内訳の分かるもの、申請人名・日付・代表者印等のあ
るもの） 

ク 補助要件チェックリスト 
ケ 改修工事を行う場合は工事の内容が分かる設計図面、カタログの写し等 
コ 消費税仕入控除税額の内容がわかるもの（個人の申請人は不要） 

(2) 完了時に必要な添付書類 
ア 除却工事等の様子がわかる写真等（全景、軽量フェンス等の高さ・延長が分かる
ようメジャー等をあてて撮影したもの、基礎の除却が確認できるもの、セットバッ
クした場合はその長さが分かるもの） 

イ 工事費領収書の写し 



様式第２号（第８条、第 11 条関係） 

 

 

鳥取市震災に強いまちづくり促進事業収支予算書 

 

 

１ 収入の部 

(単位：円) 

区分 予算額 備考 

補助金  鳥取市より 

その他（個人負担金等）   

合計  （税込み） 

 

２ 支出の部 

（単位：円） 

科目 予算額 備考 

ブロック塀除却工事費  （税込み） 

フェンス等改修工事費  （税込み） 

合計  （税込み） 



 

委任状 

 

鳥取市長 様 

 

令和  年  月  日 

 

 

私は、補助金の交付申請、実績報告その他の届け出に関し、代理人を選任し、

下記のとおり委任します。 

 

 

１ 委任者（申請人） 

住 所  

氏 名  

 

２ 代理人 

郵便番号  

住 所  

会 社 名  

氏 名  

連 絡 先 電 話  

メール  

 

３ 委任する補助事業 

鳥取市震災に強いまちづくり促進事業（ブロック塀の除却等） 

 

４ 委任する手続き等 

□交付申請、実績報告、完了届の提出 

□交付決定通知書、額確定通知書の受け取り 



別表第３（第４条関係） 

 

補強コンクリートブロック塀の点検表 

（鉄筋が入っていない場合は組積造の塀の点検表を使用） 

点検項目 点検内容 
点検結果 

適合 不適合 

１ 高さ 2.2ｍ以下 はい いいえ 

２ 壁の厚さ 高さ２ｍを超える塀で 15cm 以上又は高さ２

ｍ以下で 10cm 以上 

はい いいえ 

３ 鉄筋 

 

壁頂、基礎には横に、壁の端部及び隅角部に

は縦それぞれ径９mm 以上の鉄筋が入ってい

る 

はい いいえ 

壁内に径９mm以上の鉄筋が縦横 80cm 以内の

間隔で入っている 

はい いいえ 

４ 控壁（高さが1.2

ｍを超える塀の場

合） 

長さ 3.4ｍ以内ごとに、径９mm以上の鉄筋が

入った控壁が塀の高さの１／５以上突出し

てある 

はい いいえ 

５ 基礎 丈が 35cm以上で根入深さが30cm以上の鉄筋

コンクリート造の基礎がある 

はい いいえ 

６ 傾き、ひび割れ 全体的に傾いていない、又は１mm 以上のひび

割れがない 

はい いいえ 

７ ぐらつき 人の力で簡単にぐらつかない はい いいえ 

８ その他 塀が土留め壁を兼ねていない、又は玉石積み

擁壁等の上にない 

はい いいえ 

評価 
８項目のうちひとつでも不適合があれば、コンクリートブロック塀の

安全対策が必要です 

補助金対象確認 

確認項目 確認内容 補助対象 補助対象外 

位置確認 不特定の者が通行する道路に面したもの はい いいえ 

高さ確認 0.6ｍを超えるもの はい いいえ 

上記のとおり報告します。 
 

令和  年  月  日 
 

報告者（建築士又はブロック塀診断士） 

 資格 （   ）建築士 （   ）登録 第     号 

    ブロック塀診断士         第     号 

 住所 

氏名                     ㊞ （自署の場合は押印不要） 

※２面以上の道に接する危険なブロック塀の除却の補助を受ける場合は、道路面ごとに点

検表を作成してください。 



別表第４（第４条関係） 

 

組積造の塀の点検表 

点検項目 点検内容 
点検結果 

適合 不適合 

１ 高さ 1.2ｍ以下 はい いいえ 

２ 壁の厚さ 各部分の厚さがその部分から壁頂までの垂

直距離の１/10 以上ある 

はい いいえ 

３ 控壁 長さ４ｍ以内ごとに壁面からその部分にお

ける壁の厚さの 1.5倍以上突出している、又

は壁の厚さが必要寸法の 1.5 倍以上ある 

はい いいえ 

４ 基礎 根入深さが 20cm 以上ある はい いいえ 

５ 傾き、ひび割れ 全体的に傾いていない、又は１mm以上のひび

割れがない 

はい いいえ 

６ ぐらつき 人の力で簡単にぐらつかない はい いいえ 

７ その他 塀が土留め壁を兼ねていない、又は玉石積み

擁壁等の上にない 

はい いいえ 

評価 ７項目のうちひとつでも不適合があれば、組積造の塀の安全対策が必

要です 

補助金対象確認 

確認項目 確認内容 補助対象 補助対象外 

位置確認 不特定の者が通行する道路に面したもの はい いいえ 

高さ確認 0.6ｍを超えるもの はい いいえ 

上記のとおり報告します。 
 

令和  年  月  日 
 

報告者（建築士又はブロック塀診断士） 

 資格 （   ）建築士 （   ）登録 第     号 

    ブロック塀診断士         第     号 

 住所 

 氏名                     ㊞  （自署の場合は押印不要） 

※２面以上の道に接する危険なブロック塀の除却の補助を受ける場合は、道路面ごとに点

検表を作成してください。 

 



（別紙様式） 

 
 

補助要件チェックリスト 
 

 
申請人 住所  

氏名  

                          

 

下記のとおり相違ありません。 

※ 該当するものにチェックを入れてください。 
（下記の事項に全て該当した場合、補助金が受けられます。） 

□ 点検表により建築士又はブロック塀診断士が危険と判断した

ものである 

□ 過去にブロック塀の補助金を受けたことがない。 

□ 
市税及び使用料を滞納していない。 
（市税・国民健康保険料・後期高齢者医療保険料・介護保険

料・保育所保育料・下水道使用料、下水道受益者負担金） 

□ 令和９年３月上旬までに完了する工事である。 

幅員４ｍ未満の道路（建築基準法第 42 条第２項道路）に面する場合のみ 

以下にチェックを入れてください。 

□ 道路中心線から２ｍ以内のブロック塀等は道路地盤面まで除

却するものである。 

□ 
※改修があ

る場合のみ 

新設するフェンス等は道路中心線から２ｍ以上のセットバッ

クをするものである。 

※改修の補助金を申請していない場合でも、新設するフェンスがセットバック内にある場

合は、除却の補助を取り消す場合があります。 



様式第７号（規則第 12条関係） 

令和  年  月  日 

 

鳥取市長 深澤 義彦 様 

 

 

補助事業者等 住  所  

氏  名  

電話番号  

 

 

補助事業等実績報告書 

 

 

令和  年  月  日付け鳥取市指令受都指第   号をもって、交付決定のありま

した 鳥取市震災に強いまちづくり促進事業（ブロック塀の除却等） の実績について、

鳥取市補助金等交付規則第 12条の規定により下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

１ 補助事業等の施行場所 

 

２ 補助事業等の実施期間 令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

３ 補助事業等の実施方法 

 

４ 補助金等の交付決定額とその精算額  交付決定額  金         円 

精 算 額  金         円 

 

５ 添付書類 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) 補助事業等の経過又は成果を証する書類、写真等 

（除却等工事費の領収書、工事写真等） 



様式第１号（第８条、第 11 条関係） 

鳥取市震災に強いまちづくり促進事業報告書 

１ 補助対象ブロック塀 

所有者 
住所 

氏名 

ブロック塀の位置 所在地 

 

２ 事業報告 

ブロック塀の安全性向上に役立てることを目的として 除却・改修 を行う。 

塀の規模及び構造 コンクリートブロック塀 ・ 石積塀 ・ レンガ塀 

除却する塀の長さ 
避難路沿い     ｍ、避難路以外     ｍ 

基礎の除却 □あり □なし 

新設するフェンス等の長さ 避難路沿い     ｍ、避難路沿い以外     ｍ 

事業経費（除却）              円（税込み） 

〃  （改修）              円（税込み） 

事業開始年月日 令和  年  月  日 

事業完了年月日 令和  年  月  日 

※消費税の取扱いについて、いずれか該当するものに〇をしてください。 
（一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者（消費者を含む）・ 
特定仕入割合が５％を超えている公益法人・仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者） 

 

３ 添付資料（ブロック塀等の除却等） 

(1) 申請時に必要な添付資料 
ア 位置図（付近見取図） 
イ 配置図（道路とブロック塀の位置関係が分かるように明示） 
ウ 平面図（除却するブロック塀の高さ・延長等が分かるように明示） 
※配置図及び平面図は兼ねることができる 

エ 基礎図（基礎を除却する場合または基礎をフェンスの基礎に再利用する場合、塀
の基礎図を明示） 

オ 要綱別表第３又は第４の点検表（実施した建築士又はブロック塀診断士の氏名・
登録番号等・印のあるもの） 
※２面以上の道に接する危険なブロック塀の除却の補助を受ける場合は、道路面ご
とに点検表を作成してください。 

カ ブロック塀等の写真・撮影方向位置図（全景、ブロック塀の高さ・延長が分かる
ようにメジャー等をあてて撮影したもの、点検表の不適合部分が分かるもの） 

キ 見積書（除却費・改修費等内訳の分かるもの、申請人名・日付・代表者印等のあ
るもの） 

ク 補助要件チェックリスト 
ケ 改修工事を行う場合は工事の内容が分かる設計図面、カタログの写し等 
コ 消費税仕入控除税額の内容がわかるもの（個人の申請人は不要） 

(2) 完了時に必要な添付書類 
ア 除却工事等の様子がわかる写真等（全景、軽量フェンス等の高さ・延長が分かる
ようメジャー等をあてて撮影したもの、基礎の除却が確認できるもの、セットバッ
クした場合はその長さが分かるもの） 

イ 工事費領収書の写し 



様式第２号（第８条、第 11 条関係） 

 

 

鳥取市震災に強いまちづくり促進事業収支決算書 

 

１ 収入の部 

(単位：円) 

区分 決算額 備考 

補助金  鳥取市より 

その他（個人負担金等）   

合計  （税込み） 

 

２ 支出の部 

（単位：円） 

科目 決算額 備考 

ブロック塀除却工事費  （税込み） 

フェンス等改修工事費  （税込み） 

合計  （税込み） 

 



 様式第５号（規則第 10条関係） 

令和  年  月  日 

 

鳥取市長 深澤 義彦 様 

 

 

申請人 住 所  

氏 名  

電話番号  

 

 

補助事業等完了届 

 

 

令和  年  月  日付け鳥取市指令受都指第   号をもって交付決定のあった下

記の事業を完了したので鳥取市補助金等交付規則第 10条第２項の規定により届け出ます。 

 

 

記 

 

１ 補助事業等の名称  鳥取市震災に強いまちづくり促進事業 

（ブロック塀の除却等） 

 

２ 着手年月日     令和   年   月   日 

 

３ 完了年月日     令和   年   月   日 

 

４ 事業等実施方法（直営、請負、委託等の別その他参考事項） 

 

 



様式第６号（規則第 11 条関係） 

 

補助金等交付請求書 

 

 

一
金 

       

 

 

これは、令和  年  月  日付け鳥取市指令受都指第   号をもって、

交付決定のあった補助金（負担金） 

 

交付決定額 円 

交付確定額 円 

内訳 

既受領額 円 

未受領額 円 

完了払・概算払の別 完了払 

 

 

上記のとおり請求します。 

 

令和  年  月  日 

 

鳥取市長 様 

住所               

氏名            ㊞  

（自署の場合は押印不要） 

 

 



様式第26号(会計規則第60条関係) 

 

口座振込(登録・変更・取消)依頼書 

 

令和  年  月  日 

 

鳥取市長 様 

 

鳥取市から私に支払われる代金の口座振込について、次のとおり(登録・変更・廃止)してくだ

さい。 

社 名 又 は 

団体名又は 

個 人 名 

フリガナ   

    

支 店 名   

肩 書 ／ 

代表者氏名 

肩書 

 

代表者氏名 

 

住 所 

  

郵便番号    －      

     
都道 

府県 
 

方書 

電 話 番 号 
 
     －     －          

 

振 込 口 座 

 
銀行・金庫 

農協・組合 
 支

店 

1 普通 

2 当座 
口座番号        

口座 

名義 

フリガナ  

  

工 事 

前 金 払 

口 座 

 
銀行・金庫 

農協・組合 
 支

店 

1 普通 

2 当座 
口座番号        

口座 

名義 

フリガナ  

  

備 考   

 下は記入しないでください。(所管課記入欄) 

振込口座    

金融機関コード 

 前金口座    

金融機関コード 

 

                 

用途区分      種別     支払通知 

1 債権・債務者   1 工事   1 要 

2 資金前渡職員   2 委託   2 不要 

3 源泉対象     3 物品 

           4 その他 

           5 1回限り 

 

主管課 

  

登録番号 

            

 受 付 

 

処 理 

  
    



様式第３号(規則第９条関係) 

令和  年  月  日 

 

鳥取市長 深澤 義彦 様 

 

 

申請人 住 所  

氏 名  

電話番号  

 

 

補助事業等変更（中止・廃止）承認申請書 
 

 

令和  年  月  日付け鳥取市指令受都指第   号をもって交付決定のあった下

記の事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、鳥取市補助金等交付規

則第９条第１項の規定により申請します。 

 

 

記 

 

１ 補助事業の名称  鳥取市震災に強いまちづくり促進事業 

（ブロック塀の除却等） 

 

２ 変更（中止・廃止）の内容 

 

３ 変更（中止・廃止）の理由 

 

４ 変更（中止・廃止）予定年月日  令和  年  月  日 

 

５ 添付書類 

(1) 事業（変更）報告書 

(2) 収支（変更）決算書  

 

 


